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１．はじめに

　中国は輸出の促進によって工業化を目指して

いる。しかし，そのためにはいくつかの条件が

ある。表１に，工業化戦略の条件について主要

な議論を整理した。輸入代替工業化および輸出

促進工業化の過程で，産業の発展が資本財，機

械・設備の輸入を増大させ，貿易収支の赤字を

拡大する１。また，後発国の工業化が輸入を誘

発する効果と結びつく「中進国の技術形成」と

いう問題もある２。これらの条件や問題を克服
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表１　工業化戦略の問題点と主要な議論

問題点・論点議論戦略
＊余剰があれば輸出拡大は経済発展に繋がる
＊輸出産業の技術的性格と国内のリンケージ
＊伝統（農業，農村）部門と近代（工業，都市）との間の
リンケージの欠如と生産性格差の存在
＊中進国が支配する開発は周辺国の低開発を招く
＊農産物と工業製品の交易条件の傾向的悪化
＊先進国の構造変化が一次産品輸出を停滞させる

＊余剰はけ口論
＊ステープル理論
＊二重経済論

＊従属理論=低開発理論
＊交易条件悪化説
＊輸出ペシミズム論

＊国内産業を保護育成する経済的根拠
＊関税や輸入規制の導入によるコスト負担
＊輸出品，輸出産業に不利な関税，為替体系
＊市場規模の限界による「規模の経済」の限界
＊成熟産業の技術は導入するが，技術高度化が進まない
＊輸入代替産業の発展が資本財，機械・設備の輸入を増大さ
せ，貿易収支の赤字が拡大する

＊幼稚産業保護論
＊資源配分の歪み説
＊国内市場狭隘説
＊技術成熟説
＊輸入代替の罠説

輸入代替工業化

＊工業製品の輸出と第二次輸入代替（機械工業，重化学工業
化）の並行的推進
＊関税，金利抑制との他が価格体系を歪める
＊輸出主導産業の育成・優遇による国内消費の抑制
＊外国資本による輸出加工基地（enclave）は国内とのリン
ケージ
＊輸出主導産業の発展が資本財，機械・設備の輸入を増大さ
せ，貿易収支の赤字が拡大する

＊複線型工業化論
＊資源配分の歪み説
＊国内消費抑制説
＊飛び地的発展論
＊産業基盤脆弱説

外向きの工業化
（輸出指向）
（輸出振興）

（資料）末廣（２０００，１３１ページ）。
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するためには，輸入中間財・資本財の更なる輸

入代替を推進する（第二次輸入代替）工業化戦

略が必要となる。

　産業連関モデルは産業間の中間財取引構造を

明示しているため，このテーマへの応用研究に

とって最適である。尾崎・相良（１９７２）は，１９６０

年代の日本の成長産業について必要誘発輸入

量３を推計した。それによれば，日本の貿易黒

字を累積させた構造的要因は必要誘発輸入量を

減少させながら，輸出を拡大したためであった

ことがわかる。秋山（１９９９）は，アジア諸国に

ついて，輸出による輸入誘発の効果を計測し，

アジアの中進国では輸出主導による急速な経済

発展が輸入の拡大を誘発すると指摘した４。

　本稿では既存研究の枠組みを中国に適用し，

輸入代替の実態を定量的に考察する。中間財輸

入と最終財輸入を区別し，前者を中心に中国に

おける輸入の発生メカニズムについて検討する。

具体的には，第１に，中間財の輸入構造がどう

なっているのか，第２に，最終需要がどのよう

に中間財輸入を誘発しているのかを考察する。

第３に，輸入変動の要因分析を行う。輸入の変

動が，中間財輸入と最終財輸入のどちらの変動

によるものなのか，それぞれの変動要因を定量

的に把握する。なお，本稿は，中国の特徴をよ

り明確に把握するため，日本の工業化発展段階

（６０年代）と成熟段階（１９８５年から１９９５年）に

ついても比較する５。

　以下，第２節では，本稿の分析モデルについ

て説明する。第３節では，その推計にもとづい

て中間財輸入と最終財輸入の発生メカニズムに

ついて，第４節では，輸入の変動要因について

検討する。最後に本稿の主な結論をまとめる。

２．分析モデル

（１）産業連関モデル

　各産業における需給均衡は産業連関モデルに

よって以下のように示される。

　x＝Ax ＋ f ＋ e －m

　　＝Ax ＋（ fC＋ fI）＋ e －（ m ＋mf ）

　　＝Ax ＋（ fC＋ fI）＋ e 

　　　　－［ M Ax＋ Mf（ fC＋ fI）］ （１）

ただし，

　x：産業別総産出列ベクトル。

　A：中間投入係数行列。要素を ijとする。

　f ：産業別最終需要列ベクトル。

　fC：産業別消費需要列ベクトル。

　fI：産業別投資需要列ベクトル。

　e：産業別輸出需要列ベクトル。

　m：産業別輸入需要列ベクトル。

　m ：産業別中間財輸入列ベクトル。

　mf：産業別最終需要輸入列ベクトル。

　M ：産業別中間需要輸入係数 m を対角要素

　　　とする対角行列。

　Mf：産業別最終需要輸入係数 m を対角要素

　　　とする対角行列。

　（１）式を産業別国内生産額 x について解くと

産業連関モデルによる均衡生産決定式が得られ

  
j

 f
j

───────────
５　データは中国・１９８７年－９２年－９７年接続産業
連関表（胡２００３，補論），日本総務庁公表の日本
・昭和３５年－４０年－４５年接続産業連関表と同・
昭和６０年－平成２年－平成７年接続産業連関表
を利用した。ただし日本の２表は部門統合をし
た。その方法は胡（２００３）を参照。

───────────
＊　本稿はアジア政経学会２００３年度全国大会（一
橋大学）での報告論文に一部修正を加えたもの
である。学会で報告する際に金澤孝彰准教授
（和歌山大学）から大変有益なコメントを頂い
た。本誌レフェリーの方からも大変貴重な意見
を頂いた。ここに記して感謝する．勿論本稿に
ありうべき誤謬はすべて筆者の責任である。
１　渡辺 （１９９６，１９３－１９４，２０６ページ）。 池本 （１９９７）。
２　中岡（１９９０）。
３　「必要誘発輸入量」とは，ある産業の付加価
値額１００万相当を生む生産活動を行ったとき，
経済全体としてどれだけの輸入を誘発するかを
示す量である。
４　「輸出による輸入誘発」とは，輸出財の生産
によってもたらされる中間財の輸入を指す。ま
た，同書では，日米では輸出が輸入を生まない
構造になっていることも示した。
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る。

　x＝［ I－（ I－ M ）A］－１［（ I－  Mf  ）（ fC＋ fI）＋ e

　　＝B［（ I－  Mf  ）（ fC＋ fI）＋ e］ （２）

　ただし，

　B：逆行列 ［ I－（ I－ M ）A］－１。

（２）輸入の発生と最終需要の輸入誘発係数

　（１）式で示す需給均衡式から，一国の輸入は

（３）式のように中間財輸入と最終財輸入に分

けて示される。

　m＝M Ax ＋Mf（ fC＋ fI） （３）

　ここで（２）式で求めた産業別国内均衡生産ベ

クトル x を（３）式に代入すると，

　m＝M Ax ＋Mff

　　＝M AB［（ I－  Mf  ）（ fC＋ fI）＋ e］

　　　＋Mf（ fC＋ fI）

　　＝M AB（ I－  Mf ）fC＋M AB（ I－  Mf） fI  

　　　＋M ABe＋MffC＋MffI （４）

　（４）式は中間財輸入と最終財輸入の発生要因

を示している。右辺の第１項から第３項で示さ

れるように，中間財の輸入は，消費，投資，輸

出の最終需要を満たす生産過程で発生する。し

たがって，生産過程で輸入中間財をより多く使

用する，または最終需要が構造的に輸入中間財

をより多く使用する産業へ偏ると中間財の輸入

が増加する。ここでは最終需要が中間財の輸入

を誘発する効果は誘発輸入効果と呼ぶ。また，

（４）式の第４項と第５項で示されるように，最

終財の輸入は，最終需要そのものに発生する。

したがって，最終需要の輸入性向が高い，また

は最終需要が構造的に輸入性向の高い産業へ偏

ると最終財の輸入が増加する。最終需要が最終

財の輸入を引き起こす効果を直接輸入効果と呼

ぶ。また，一般的に輸入品を直接輸出するとは

考えられない。そのため，輸出需要に関しては

誘発輸入効果のみが仮定される。

　（４）式の M AB について吟味しよう。尾崎

（１９８０）ではユニット・ストラクチャー（単位

構造系）を定義した。ユニット・ストラクチャー

とは，ある産業で１単位の最終需要が発生した

とすると，それを満たすのに必要な中間財の産

業間取引構造のことである。それは，以下のよ

うに求められる。

　Uj ＝  ABj

　　Uj：第 j 産業のユニット・ストラクチャー。

Bj：逆行列Ｂの第 j 列の要素を対角要素と

する対角行列。

　ここで，Uj に関して国産品と輸入品を区別し，

輸入品ユニット・ストラクチャー U  と国産品

ユニット・ストラクチャー U  を定義する。

　U ＝M  ABj

　U ＝Uj －U 

　U  は第 j 産業で１単位の最終需要を満たす

のに必要な中間輸入財の産業間取引構造を示

している。輸入品ユニット・ストラクチャー

U  （M ABj ）の要素を行方向で集計して得られ

る列ベクトルは M AB の第 j 列である。逆に

言うと，輸入品ユニット・ストラクチャーは 

M AB の第 j 列をさらに構造分解したものであ

る。したがって，M AB の要素は，第 j 産業の

最終需要を１単位生産することで第 i 産業中間

財の輸入が究極的に何単位発生するかを意味し，

中間財輸入に対する乗数効果を表している。こ

こではそれを中間財輸入乗数と呼ぶことにする。

M AB の各列の要素和（つまり輸入品ユニット

・ストラクチャー U  の要素和）は，第 j 産業

で１単位の最終需要が発生すると，各産業全体

で中間財輸入が何単位発生するかを表してい

る６。M AB の各行の要素和は，各産業で同時

 m
j

 d
j

 m
j

 d
j

 m
j

 m
j

 m
j

 m
j

───────────
６　M AB の列和は藤川（１９９９）の輸入品比率，秋
山（１９９９）の輸入誘発係数と同じである。本稿
の式を利用するとそれらは以下のようになる。
　第 j 産業の輸入品比率・輸入誘発係数：
　　　　　　m …０　　 １１　… １ 　 １j

　［１…１］　

…

　…

…

　　

…

　…

…

　　
　　　　　　０　…m 　 n１… nn　  nj　

 
１

 
n
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に１単位の最終需要が発生すると，第 i 産業の

中間財輸入が何単位発生するかを示している。

したがって，M AB の低下は，中間財の第二次

輸入代替を意味する。

　輸入品ユニット・ストラクチャー，中間財輸

入乗数，輸入品比率，輸入誘発係数の各概念は，

産業間の中間財取引関係から生じるさまざまな

波及効果を考慮したものである。例えば，日本

の自動車生産に必要な鉄鋼品は国内で供給され

るが，鉄鋼の生産に必要な鉄鉱石は輸入中間財

である。輸入中間財の使用比率をそのまま用い

ると，自動車の生産が鉄鉱石の輸入を誘発する

ことを見落とし，こうした波及効果を過小に評

価する。

　（５）式のように，最終需要によって生じた輸

入額を最終需要総額で除すと，１単位の最終需

要が産業の輸入を何単位発生させるかを表す係

数を得る。ここでは，中間財に対する誘発輸入

と最終財に対する直接輸入を区別し，それぞれ

誘発輸入係数と直接輸入係数とする。これによ

り，第一次輸入と第二次輸入の構造的な相違を

検討できる。

　誘発輸入係数：M AB（ I－  Mf ）fC /fC，

　　　　　　　　M AB（ I－  Mf） fI /fI ，

　　　　　　　　M ABE/e

　直接輸入係数：MffC/fC，Mf fI /fI （５）

　　ただし，

　　　fC：消費需要総額スカラー。

　　　fI：投資需要総額スカラー。

　　　e：輸出需要総額スカラー。

（３）輸入変動の要因分解モデル

　（５）式の中間財輸入乗数 M AB を Umとし，

（ I－  Mf） fI と（ I－  Mf ）fC をそれぞれ f と f と

すると，最終的に（６）式を得る。

　m＝Um f ＋Um f ＋Um e＋MffC ＋MffI  （６）

　（６）式で，０期から１期の輸入変動を要因分

解すると，（７）式のようになる。

　Δm＝m１＋m０

　　　＝（U －U ）（f ＋f ＋e０）＋U （f －f ）

　　　　＋U （f －f ）＋U （e１－e０）

　　　　＋Mf１（fc１－fc０）＋Mf１（fI１－fI０）

　　　　＋（Mf１－Mf０）f０ （７）

　０期から１期における輸入の変動は，（７）式

右辺から７つの要因に分解できる。うち，第１

項から第４項は，中間財の輸入変動をもたらす

要因で，第５項から第７項は最終財の輸入変動

をもたらす要因である。以下，各要因について

説明する。要因①：中間財輸入乗数 Umの変動，

つまり輸入中間財の使用構造の変動が，中間財

輸入の変動に与える効果である。ここでは中間

財輸入乗数効果と呼ぶ。要因②～④：最終需要

構造の変動が，中間財輸入の変動に与える効果

である。ここでは最終需要の誘発輸入変動効果

と呼ぶ。要因⑤～⑥：国内最終需要の変動が，

最終財輸入の変動に直接的に与える効果である。

ここでは最終需要の直接輸入変動効果と呼ぶ。

要因⑦：最終需要の輸入比率の変動，つまり需

要サイドで輸入性向が変動し，最終財輸入が変

動する効果である。ここでは最終需要輸入係数

変動効果と呼ぶ。なお，（７）式では第１期の係

数を基準に式展開をおこなったが，第０期の係

数を基準にしても同様の式展開ができる７。な

お，本稿の分析は，０期と１期について式展開

をし，それらの平均値を利用する。

 d
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 d
i

 d
c

 d
i

 m
１

 m
０

 d
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 m
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 d
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 d
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───────────
　 ij：逆行列 B の要素。
また，置塩（１９５９）の「総合輸入係数」と尾崎
・相良（１９７２）の必要誘発輸入量は，ある産業
の付加価値額１００万相当を生む生産活動を行っ
たとき，経済全体としてどれだけの輸入を誘発
するかを示す量である。輸入品比率と誘発輸入
係数は総合輸入係数と必要誘発輸入量を係数化
したものである。ただし，いずれの概念も輸入
品ユニット・ストラクチャーの要素集計である
ため，輸入品ユニット・ストラクチャーのよう
に輸入中間財における構造的な情報は得られな
い。また，藤川（１９９９）の国産率は国産品ユニッ
ト・ストラクチャー U の要素和である。 d

j
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３．推計結果

（１）輸入の発生メカニズム

中国の生産活動における中間財輸入

　ここでは中間財輸入乗数 M AB について考

察する。表２と表３に，中国と日本の各時期に

ついて M AB の列和と行和およびその変動を

示した。

　列和をみると，工業部門で輸入乗数が相対的

に高く，当該産業の単位当たりの最終需要生産

で究極的に使用する輸入中間財の合計が他の産

業に比べて高い水準にあることを示している。

一方，行和を見ると，鉱業品，化学品，金属精

錬製品，機械産業製品，その他の製造業品など，

特に，鉱業品中間財と重工業品中間財に対する

輸入乗数が高く，これらの輸入中間財は総合的

により多く使用されていることを示している。

それぞれの変動をみると，列和では，機械産業

で中間財輸入乗数が低下している。機械産業の

生産過程で使用される輸入中間財が減少し，第

二次輸入代替が進展した。しかし，重工業を中

心に，多くの産業で乗数が上昇し，特に石油加

工・石炭加工では，輸入中間財の使用が急増し

ている。このほか，鉱業，電力・ガス産業での

上昇も大きい。このように，第二次輸入代替は

産業によって進展に差があった。行和の変動を

みると，農業品，食料加工品，金属精錬・圧延

加工品に対する乗数効果が低下した。しかし，

鉱業品，化学工業品，金属製品，機械工業品，

その他の製造業品など，鉱業品中間財と重工業

品中間財に対する乗数効果が上昇した。鉱業資

源の国外依存と重工業品の国内供給能力不足を

示している。

　以下，時期を区分して検討する。前期（１９８７

～９２年）における列和の変動をみると，その他

の製造業では乗数が低下し，機械工業と建築業

では乗数の上昇が小さかった。これらの産業を

除けば，各産業で乗数が上昇した。つまり，前

期では，ほとんどの産業の生産過程は，輸入中

間財をより多く使用するようになった。一方，

行和の変動を見ると，農業品，食品加工業品，

パルプ・製紙・木製品，金属精錬・圧延加工品

に対する乗数効果が低下している。これらの中

間財に対して，輸入代替が進んだ。しかし，そ

の他の多くの中間財に対しては乗数効果が上昇

しており，特に，鉱業品，化学工業品，機械工

業品，その他の製造業品など，鉱業品中間財と

重工業品中間財に対する輸入乗数効果が大きく

上昇した。これらの中間財に対して，輸入品を

より多く使用するようになった。

　次に，後期（１９９２～９７年）における列和の変

動をみると，多くの産業で乗数が低下し，特に

軽工業，機械産業，建築材，第三次産業の一部

で大きく低下した。後期では，上記の産業では，

中間財に対する第二次輸入代替がある程度進ん

だ。しかし，重工業では乗数の低下が小さい。

そして，鉱業，石油加工・石炭化工，金属精錬

・圧延加工，電力では乗数が依然上昇している。

一方，行和の変動をみると，農業品，金属精錬

・圧延加工品に対する乗数効果が低下した。ま

た，鉱業品，繊維製品，石油加工・石炭加工品，

建築材，機械工業品，電力・ガス製品に対する

乗数効果も低下に転じた。これらの中間財に対

する輸入代替が進んだ。しかし，食品加工業品，

パルプ・製紙製品に対する乗数効果は上昇に転

じており，化学工業品，金属製品，その他の製

造業品に対する乗数効果は上昇している。これ

らの中間財に対して，輸入品をより多く使用す

───────────
７　n 変数の場合 n! 通りある。本稿のように２時
点の要因分解をする場合，平均値をとることが
多い。ただし，各要因に対するウェイト付け
（本稿の場合は Umと Mf のような変数）が異な
る と 結 果 も 異 な る（Rose and Casler 1996, 
Dietzenbacher and Los １９９８参照）。ただし，各
要因について絶対水準ではなく，要因間での相
対的な大小関係とその産業構造を問題にする場
合，その影響は小さくなる。それは，各式で各
要因に同じウェイトを付け，ウェイトによる格
差がある程度相殺されるためである。詳細は省
略するが，本稿で利用した２時点の要因別寄与
度は，本稿の結論に影響を与えるほどの大きな
構造的な相違を有していなかった。
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表
２
　
中
国
に
お
け
る
 M
aA
B
 の
構
造
と
そ
の
変
動

M
aA

B
 の
変
動

M
aA

B
（
対
産
業
平
均
の
相
対
値
）

１９
９７
－
８７

１９
９７
－
９２

１９
９２
－
８７

１９
９７
年

１９
９２
年

１９
８７
年

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

－
０
．０
２９

０
．０
２３

－
０
．０
１２

０
．０
１０

－
０
．０
１７

０
．０
１３

０
．０
３１
（
０
．２
６
）

０
．０
５４
（
０
．４
５
）

０
．０
４３
（
０
．３
７
）

０
．０
４４
（
０
．３
７
）

０
．０
６０
（
０
．６
９
）

０
．０
３０
（
０
．３
５
）

農
業

０
．１
５１

０
．０
５６

－
０
．０
１０

０
．０
２７

０
．１
６１

０
．０
２９

０
．２
８７
（
２
．４
３
）

０
．０
９４
（
０
．８
０
）

０
．２
９７
（
２
．５
３
）

０
．０
６７
（
０
．５
７
）

０
．１
３６
（
１
．５
５
）

０
．０
３８
（
０
．４
３
）

鉱
業

－
０
．０
０５

０
．０
１３

０
．０
０４

－
０
．０
０４

－
０
．０
０９

０
．０
１７

０
．０
２７
（
０
．２
３
）

０
．０
７１
（
０
．６
０
）

０
．０
２３
（
０
．２
０
）

０
．０
７４
（
０
．６
３
）

０
．０
３２
（
０
．３
７
）

０
．０
５７
（
０
．６
５
）

食
料
品
加
工
業

０
．０
０７

０
．０
２７

－
０
．０
２０

－
０
．０
２５

０
．０
２７

０
．０
５２

０
．１
５２
（
１
．２
９
）

０
．１
３２
（
１
．１
２
）

０
．１
７２
（
１
．４
６
）

０
．１
５７
（
１
．３
４
）

０
．１
４５
（
１
．６
５
）

０
．１
０６
（
１
．２
０
）

繊
維
製
品
業

０
．０
１８

０
．０
０１

０
．０
２４

－
０
．０
２２

－
０
．０
０６

０
．０
２３

０
．１
１６
（
０
．９
８
）

０
．１
３５
（
１
．１
４
）

０
．０
９２
（
０
．７
８
）

０
．１
５７
（
１
．３
３
）

０
．０
９８
（
１
．１
１
）

０
．１
３４
（
１
．５
３
）

パ
ル
プ
・
製
紙
・
木
製
品

０
．０
３５

０
．１
０５

－
０
．０
３８

０
．０
６２

０
．０
７３

０
．０
４３

０
．１
０２
（
０
．８
６
）

０
．１
４６
（
１
．２
３
）

０
．１
４０
（
１
．１
９
）

０
．０
８４
（
０
．７
１
）

０
．０
６７
（
０
．７
７
）

０
．０
４１
（
０
．４
７
）

石
油
加
工
・
石
炭
加
工
業

０
．１
６７

０
．０
３７

０
．０
２８

－
０
．０
０７

０
．１
３９

０
．０
４４

０
．４
０８
（
３
．４
６
）

０
．１
５３
（
１
．３
０
）

０
．３
８０
（
３
．２
３
）

０
．１
６０
（
１
．３
６
）

０
．２
４１
（
２
．７
５
）

０
．１
１７
（
１
．３
３
）

化
学
工
業

０
．０
０５

０
．０
２８

－
０
．０
１０

－
０
．０
０２

０
．０
１５

０
．０
３０

０
．０
１３
（
０
．１
１
）

０
．１
２２
（
１
．０
４
）

０
．０
２３
（
０
．１
９
）

０
．１
２５
（
１
．０
６
）

０
．０
０８
（
０
．０
９
）

０
．０
９４
（
１
．０
８
）

建
築
材
料
・
そ
の
他
非
金
属
製
品

－
０
．１
３９

０
．０
５４

－
０
．０
８５

０
．０
２５

－
０
．０
５４

０
．０
２９

０
．２
３９
（
２
．０
３
）

０
．１
７２
（
１
．４
６
）

０
．３
２５
（
２
．７
６
）

０
．１
４７
（
１
．２
５
）

０
．３
７９
（
４
．３
２
）

０
．１
１８
（
１
．３
５
）

金
属
精
錬
・
圧
延
加
工
業

０
．０
４７

０
．０
３６

０
．０
３３

－
０
．０
０２

０
．０
１４

０
．０
３８

０
．０
６２
（
０
．５
２
）

０
．１
６１
（
１
．３
７
）

０
．０
２９
（
０
．２
４
）

０
．１
６３
（
１
．３
９
）

０
．０
１５
（
０
．１
７
）

０
．１
２５
（
１
．４
２
）

金
属
製
品

０
．０
４５

－
０
．０
３３

－
０
．０
２３

－
０
．０
３４

０
．０
６８

０
．０
０１

０
．２
５７
（
２
．１
８
）

０
．１
６７
（
１
．４
２
）

０
．２
８０
（
２
．３
８
）

０
．２
０２
（
１
．７
２
）

０
．２
１２
（
２
．４
２
）

０
．２
００
（
２
．２
９
）

機
械
工
業

０
．２
０８

－
０
．０
２１

０
．０
５８

－
０
．０
１２

０
．１
５０

－
０
．０
０９

０
．４
６８
（
３
．９
７
）

０
．１
８９
（
１
．６
０
）

０
．４
１１
（
３
．４
９
）

０
．２
０１
（
１
．７
１
）

０
．２
６１
（
２
．９
８
）

０
．２
１１
（
２
．４
０
）

そ
の
他
の
製
造
業

－
０
．０
０７

０
．０
６３

－
０
．０
１８

０
．０
３９

０
．０
１１

０
．０
２４

０（
０
）

０
．１
０８
（
０
．９
２
）

０
．０
１８
（
０
．１
６
）

０
．０
６９
（
０
．５
９
）

０
．０
０７
（
０
．０
８
）

０
．０
４５
（
０
．５
２
）

電
力
，
ガ
ス
，
水
道
水

０
．０
０１

０
．０
１９

０
．０
０１

０
．０
１８

０
０
．０
０１

０
．０
０１
（
０
．０
１
）

０
．１
２８
（
１
．０
８
）

０（
０
）

０
．１
１０
（
０
．９
３
）

０（
０
）

０
．１
０９
（
１
．２
５
）

建
築
業

０
．０
２１

０
．０
２２

０
．０
２２

－
０
．０
４３

－
０
．０
０１

０
．０
６５

０
．０
２３
（
０
．１
９
）

０
．０
９０
（
０
．７
６
）

０
．０
０１
（
０
．０
１
）

０
．１
３４
（
１
．１
４
）

０
．０
０１
（
０
．０
２
）

０
．０
６９
（
０
．７
８
）

運
送
・
郵
政
業

０
．０
０９

０
．０
５２

０
．０
０９

－
０
．０
１８

０
０
．０
７０

０
．０
０９
（
０
．０
８
）

０
．０
５５
（
０
．４
７
）

０（
０
）

０
．０
７４
（
０
．６
３
）

０（
０
）

０
．０
０４
（
０
．０
５
）

金
融
保
険
業

０
．０
０７

０
．０
４

０
．０
０７

－
０
．０
０２

０
０
．０
４２

０
．０
０７
（
０
．０
６
）

０
．０
８０
（
０
．６
８
）

０（
０
）

０
．０
８２
（
０
．７
０
）

０（
０
）

０
．０
４１
（
０
．４
６
）

商
業
飲
食
業

０
．０
３６

０
．０
２３

０
．０
３７

０
．０
０６

－
０
．０
０１

０
．０
１７

０
．０
３９
（
０
．３
３
）

０
．０
９８
（
０
．８
３
）

０
．０
０２
（
０
．０
１
）

０
．０
９２
（
０
．７
８
）

０
．０
０３
（
０
．３
０
）

０
．０
７５
（
０
．８
５
）

そ
の
他
社
会
サ
ー
ビ
ス
業

０
０
．０
３６

０
－
０
．０
０７

０
０
．０
４３

０（
０
）

０
．０
８６
（
０
．７
３
）

０（
０
）

０
．０
９３
（
０
．７
９
）

０（
０
）

０
．０
５１
（
０
．５
８
）

公
務
・
そ
の
他

０
．５
７８

０
．５
７８

０
．０
０７

０
．０
０７

０
．５
７０

０
．５
７０

２
．２
４２
（
０
．１
１８
０
）

２
．２
４２
（
０
．１
１８
０
）

１
．６
６４
（
０
．０
８７
６
）

１
．６
６４
（
０
．０
８７
６
）

１
．６
６４
（
０
．０
８７
６
）

１
．６
６４
（
０
．０
８７
６
）

合
計
（
産
業
平
均
）

０
．１
２２

０
．０
７９

－
０
．０
２２

０
．０
３７

０
．１
４５

０
．０
４２

０
．３
１８

０
．１
４８

０
．３
４１

０
．１
１０

０
．１
９６

０
．０
６８

第
１
次
産
業

０
．３
８９

０
．２
４６

－
０
．０
２７

－
０
．０
２３

０
．４
１６

０
．２
６８

１
．８
４６

１
．４
４９

１
．８
７３

１
．４
７１

１
．４
５７

１
．２
０３

第
２
次
産
業

０
．０
２１

０
．０
４１

０
．０
０９

－
０
．０
５１

０
．０
１２

０
．０
９２

０
．２
９６

０
．３
３７

０
．２
８７

０
．３
８９

０
．２
７５

０
．２
９７

軽
工
業

０
．１
１５

０
．２
６０

－
０
．０
７１

０
．０
７６

０
．１
８７

０
．１
８４

０
．８
２４

０
．７
５５

０
．８
９６

０
．６
７９

０
．７
０９

０
．４
９５

重
化
学
工
業

０
．２
５３

－
０
．０
５５

０
．０
３５

－
０
．０
４７

０
．２
１８

－
０
．０
０８

０
．７
２６

０
．３
５６

０
．６
９１

０
．４
０３

０
．４
７３

０
．４
１１

機
械
産
業

０
．０
６６

０
．２
５３

０
．０
５７

－
０
．０
０８

０
．０
０９

０
．２
６０

０
．０
７８

０
．６
４６

０
．０
２１

０
．６
５４

０
．０
１１

０
．３
９３

第
３
次
産
業

０
．０
１５

０
．１
０３

０
．０
０４

０
．０
１４

０
．０
１０

０
．０
８９

０
．０
２３

０
．３
２６

０
．０
１９

０
．３
１２

０
．０
０９

０
．２
２３

イ
ン
フ
ラ
関
連
産
業

０
．０
５２

０
．１
５０

０
．０
５３

－
０
．０
２１

－
０
．０
０１

０
．１
７１

０
．０
５５

０
．３
２０

０
．０
０２

０
．３
４１

０
．０
０３

０
．１
７０

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業

（
注
）
第
１
次
産
業
：
農
業
，
工
業
。
軽
工
業
：
食
料
品
加
工
業
，
繊
維
製
品
業
，
パ
ル
プ
・
製
紙
・
木
製
品
。
重
化
学
工
業
：
石
油
加
工
・
石
炭
加
工
業
，
化
学
工
業
，
建
築
材
料
・
そ
の
他
の
非
金
属
製
品
，
金
属
精
錬
・
圧
延
加

工
業
，
金
属
製
品
。
機
械
産
業
：
機
械
工
業
，
そ
の
他
の
製
造
業
。
イ
ン
フ
ラ
関
連
産
業
：
電
力
・
ガ
ス
・
水
道
水
，
建
築
業
，
運
送
・
郵
政
業
。
そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業
：
金
融
保
険
業
，
商
業
飲
食
業
，
そ
の
他
の
社
会
サ
ー
ビ
ス

業
，
公
務
・
そ
の
他
。
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表
３
　
日
本
に
お
け
る
 M
aA
B
 の
構
造
と
そ
の
変
動

M
aA

B
 の
変
動

M
aA

B
（
対
産
業
平
均
の
相
対
値
）

１９
９５
－
８５

１９
７０
－
６０

１９
９５
年

１９
８５
年

１９
７０
年

１９
６０
年

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

行
和

列
和

－
０
．０
３７

０
．０
１３

０
．０
７４

０
．０
３８

０
．０
８４
（
１
．０
３
）

０
．０
６３
（
０
．７
８
）

０
．１
２１
（
１
．９
１
）

０
．０
５０
（
０
．７
９
）

０
．２
７４
（
２
．７
４
）

０
．０
６７
（
０
．６
７
）

０
．２
００
（
２
．６
８
）

０
．０
３０
（
０
．４
０
）

農
業

０
．０
７３

０
．０
１４

０
．４
０２

０
．０
２７

０
．５
６０
（
６
．８
７
）

０
．０
５３
（
０
．６
５
）

０
．４
８７
（
７
．６
７
）

０
．０
３９
（
０
．６
２
）

０
．９
９７
（
９
．９
４
）

０
．０
６６
（
０
．６
６
）

０
．５
９４
（
７
．９
６
）

０
．０
３９
（
０
．５
２
）

鉱
業

０
．０
２３

０
．０
０７

０
．０
１２

０
．０
５９

０
．０
４５
（
０
．５
５
）

０
．０
８９
（
１
．０
９
）

０
．０
２２
（
０
．３
５
）

０
．０
８２
（
１
．２
９
）

０
．０
２７
（
０
．２
７
）

０
．１
４１
（
１
．４
０
）

０
．０
１５
（
０
．１
９
）

０
．０
８２
（
１
．１
０
）

食
料
品
加
工
業

０
．０
６５

０
．０
５６

０
．０
２２

０
．０
４２

０
．１
０２
（
１
．２
４
）

０
．１
１７
（
１
．４
４
）

０
．０
３７
（
０
．５
８
）

０
．０
６２
（
０
．９
７
）

０
．０
３１
（
０
．３
１
）

０
．１
０６
（
１
．０
５
）

０
．０
０９
（
０
．１
２
）

０
．０
６３
（
０
．８
５
）

繊
維
製
品
業

０
．０
５２

０
．０
２７

０
．０
２１

０
．０
２４

０
．０
９７
（
１
．１
９
）

０
．０
８９
（
１
．０
９
）

０
．０
４５
（
０
．７
０
）

０
．０
６１
（
０
．９
６
）

０
．０
３３
（
０
．３
３
）

０
．０
９１
（
０
．９
１
）

０
．０
１３
（
０
．１
７
）

０
．０
６７
（
０
．９
０
）

パ
ル
プ
・
製
紙
・
木
製
品

－
０
．０
０１

－
０
．０
０１

０
．０
３３

０
．１
４３

０
．１
０３
（
１
．２
６
）

０
．０
８９
（
１
．０
９
）

０
．１
０４
（
１
．６
４
）

０
．０
９０
（
１
．４
１
）

０
．０
８３
（
０
．８
３
）

０
．３
１７
（
３
．１
６
）

０
．０
５０
（
０
．６
７
）

０
．１
７４
（
２
．３
３
）

石
油
加
工
・
石
炭
加
工
業

－
０
．０
１８

０
．０
６０

－
０
．０
０９

－
０
．０
１３

０
．０
４５
（
０
．５
５
）

０
．２
９０
（
３
．５
５
）

０
．０
６４
（
１
．０
０
）

０
．２
２９
（
３
．６
１
）

０
．０
９９
（
０
．９
９
）

０
．１
０２
（
１
．０
１
）

０
．１
０８
（
１
．４
４
）

０
．１
１５
（
１
．５
４
）

化
学
工
業

０
．０
０２

０
．０
０３

０
．０
００

０
．０
５８

０
．０
１１
（
０
．１
４
）

０
．１
１３
（
１
．３
９
）

０
．０
０９
（
０
．１
５
）

０
．１
１０
（
１
．７
４
）

０
．０
０３
（
０
．０
３
）

０
．１
６４
（
１
．６
４
）

０
．０
０３
（
０
．０
４
）

０
．１
０６
（
１
．４
２
）

建
築
材
料
・
そ
の
他
非
金
属
製
品

０
．０
４８

０
．０
１９

－
０
．１
２７

０
．０
１８

０
．１
７５
（
２
．１
５
）

０
．１
４４
（
１
．７
７
）

０
．１
２７
（
１
．９
９
）

０
．１
２６
（
１
．９
８
）

０
．１
７０
（
１
．６
９
）

０
．２
１５
（
２
．１
５
）

０
．２
９７
（
３
．９
７
）

０
．１
９７
（
２
．６
４
）

金
属
精
錬
・
圧
延
加
工
業

０
．０
０５

０
．０
２７

０
．０
０１

－
０
．０
０１

０
．０
０９
（
０
．１
１
）

０
．０
８１
（
１
．０
０
）

０
．０
０５
（
０
．０
７
）

０
．０
５５
（
０
．８
６
）

０
．０
０３
（
０
．０
３
）

０
．１
０５
（
１
．０
５
）

０
．０
０２
（
０
．０
３
）

０
．１
０６
（
１
．４
２
）

金
属
製
品

０
．０
０４

０
．０
２６

－
０
．０
０８

－
０
．０
１１

０
．０
１６
（
０
．２
０
）

０
．０
７６
（
０
．９
３
）

０
．０
１２
（
０
．１
９
）

０
．０
５０
（
０
．７
９
）

０
．０
３２
（
０
．３
２
）

０
．０
９５
（
０
．９
５
）

０
．０
４０
（
０
．５
４
）

０
．１
０６
（
１
．４
３
）

機
械
工
業

０
．０
９０

０
．０
３５

０
．０
３１

－
０
．０
０９

０
．１
５１
（
１
．８
５
）

０
．０
９３
（
１
．１
４
）

０
．０
６１
（
０
．９
７
）

０
．０
５９
（
０
．９
２
）

０
．０
５２
（
０
．５
２
）

０
．０
８９
（
０
．８
９
）

０
．０
２１
（
０
．２
８
）

０
．０
９８
（
１
．３
２
）

そ
の
他
の
製
造
業

０
．０
００

０
．０
１４

－
０
．０
０１

０
．０
４０

０（
０
）

０
．０
７（
０
．８
６
）

０（
０
）

０
．０
５６
（
０
．８
８
）

０（
０
）

０
．０
９５
（
０
．９
５
）

０
．０
０１
（
０
．０
１
）

０
．０
５６
（
０
．７
５
）

電
力
，
ガ
ス
，
水
道
水

０
．０
００

０
．０
１３

０
．０
００

０
．０
２４

０（
０
）

０
．０
２９
（
０
．３
５
）

０（
０
）

０
．０
１６
（
０
．２
５
）

０（
０
）

０
．０
９３
（
０
．９
３
）

０（
０
）

０
．０
６９
（
０
．９
２
）

建
築
業

－
０
．０
０６

０
．０
０５

０
．０
０４

０
．０
０８

０
．０
０２
（
０
．０
３
）

０
．０
２１
（
０
．２
６
）

０
．０
０８
（
０
．１
３
）

０
．０
１７
（
０
．２
６
）

０
．０
５２
（
０
．５
２
）

０
．０
４７
（
０
．４
７
）

０
．０
４８
（
０
．６
４
）

０
．０
３９
（
０
．５
３
）

運
送
・
郵
政
業

０
．０
１１

０
．０
０５

０
．０
０３

０
．０
０７

０
．０
３３
（
０
．４
１
）

０
．０
２２
（
０
．２
６
）

０
．０
２３
（
０
．３
６
）

０
．０
１７
（
０
．２
６
）

０
．０
０３
（
０
．０
３
）

０
．０
１２
（
０
．１
２
）

０（
０
）

０
．０
０５
（
０
．０
７
）

金
融
保
険
業

０
．０
００

０
．０
０３

０
．０
０６

０
．０
０９

０（
０
）

０
．０
０８
（
０
．１
０
）

０（
０
）

０
．０
０５
（
０
．０
９
）

０
．０
１０
（
０
．１
０
）

０
．０
２３
（
０
．２
３
）

０
．０
０４
（
０
．０
５
）

０
．０
１４
（
０
．１
９
）

商
業
飲
食
業

０
．０
２６

０
．０
１４

０
．０
０３

０
．０
２１

０
．０
９３
（
１
．１
４
）

０
．０
３７
（
０
．４
５
）

０
．０
６７
（
１
．０
５
）

０
．０
２３
（
０
．３
６
）

０
．０
０６
（
０
．０
６
）

０
．０
４０
（
０
．４
０
）

０
．０
０３
（
０
．０
４
）

０
．０
１８
（
０
．２
５
）

そ
の
他
社
会
サ
ー
ビ
ス
業

０
．０
０６

０
．０
０５

０
．０
１８

０
．０
０２

０
．０
２２
（
０
．２
７
）

０
．０
６５
（
０
．７
９
）

０
．０
１６
（
０
．２
５
）

０
．０
６０
（
０
．９
５
）

０
．０
３０
（
０
．３
０
）

０
．０
３７
（
０
．３
７
）

０
．０
１２
（
０
．１
６
）

０
．０
３５
（
０
．４
７
）

公
務
・
そ
の
他

０
．３
４３

０
．３
４３

０
．４
８６

０
．４
８６

１
．５
５０
（
０
．０
８１
６
）

１
．５
５０
（
０
．０
８１
６
）

１
．２
０７
（
０
．０
６３
５
）

１
．２
０７
（
０
．０
６３
５
）

１
．９
０５
（
０
．１
００
２
）

１
．９
０５
（
０
．１
００
２
）

１
．４
１９
（
０
．０
７４
７
）

１
．４
１９
（
０
．０
７４
７
）

合
計
（
産
業
平
均
）

０
．０
３６

０
．０
２７

０
．４
７６

０
．０
６５

０
．６
４４

０
．１
１６

０
．６
０８

０
．０
９０

１
．２
７１

０
．１
３３

０
．７
９５

０
．０
６８

第
１
次
産
業

０
．２
６９

０
．２
５８

－
０
．０
２４

０
．３
１０

０
．７
５５

１
．１
８１

０
．４
８６

０
．９
２３

０
．５
３３

１
．４
２５

０
．５
５７

１
．１
１５

第
２
次
産
業

０
．１
４０

０
．０
９１

０
．０
５５

０
．１
２５

０
．２
４４

０
．２
９５

０
．１
０４

０
．２
０５

０
．０
９１

０
．３
３８

０
．０
３６

０
．２
１２

軽
工
業

０
．０
３５

０
．
１０
７

－
０
．１
０２

０
．２
０５

０
．３
４４

０
．７
１７

０
．３
０８

０
．６
１０

０
．３
５８

０
．９
０３

０
．４
６０

０
．６
９８

重
化
学
工
業

０
．０
９４

０
．
０６
０

０
．０
２３

－
０
．０
２１

０
．１
６７

０
．１
６９

０
．０
７３

０
．１
０９

０
．０
８４

０
．１
８４

０
．０
６１

０
．２
０５

機
械
産
業

０
．０
３８

０
．
０５
８

０
．０
３３

０
．１
１１

０
．１
５１

０
．２
５２

０
．１
１３

０
．１
９４

０
．１
００

０
．３
４７

０
．０
６７

０
．２
３６

第
３
次
産
業

－
０
．０
０６

０
．
０３
２

０
．０
０３

０
．０
７２

０
．０
０２

０
．１
２０

０
．０
０８

０
．０
８９

０
．０
５２

０
．２
３６

０
．０
４９

０
．１
６４

イ
ン
フ
ラ
関
連
産
業

０
．０
４３

０
．
０２
６

０
．０
３０

０
．０
３９

０
．１
４９

０
．１
３１

０
．１
０５

０
．１
０５

０
．０
４８

０
．１
１１

０
．０
１８

０
．０
７２

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業
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るようになった。

日本の生産活動における中間財輸入

　表２および表３の「合計」は行和と列和の合

計，つまり中間財輸入乗数 M AB の全要素を合

計したもので，輸入中間財への乗数効果を集計

した全体的な水準を示している。それを見ると，

日本の１９６０年代では１．４１９～１．９０５で，８５年以降

では１．２０７～１．５５０で，中国の１．６６４～２．２４２に比

べて低い。そして，列和を見ると，６０年代の日

本では，工業部門で輸入中間財の使用が相対的

に高い。中国と異なるのは，石油加工・石炭加

工業，金属精錬・圧延加工業といった鉱産物を

多く使用する重工業での乗数が特に高い点であ

る。８５年以降，化学工業での乗数が特に高い。

行和をみると，どの時期においても農・鉱業品

に対する乗数効果が最も高く，金属精錬・圧延

加工業品がそれに続く。しかし，８５年以降，農

・鉱業品に対する乗数効果は大きく低下した。

輸入する一次原材料をより効率的に使用するよ

うになったためである。一方，８５年以降，軽工

業品，その他の製造業品に対する乗数効果は上

昇した。これは，成熟化工業段階で，日本の国

際分業パターンが変化したためである。

　以下，各時期の変動をみよう。６０年代につい

て列和の変動をみると，石油加工・石炭加工業

で乗数の上昇が特に大きいが，機械産業では乗

数が低下した。また，重工業の化学工業，金属

製品で乗数が低下した。このように，第二次輸

入代替は重工業の生産過程においても進んだ。

行和の変動をみると，一次産品を輸入して加工

する日本の工業化の特徴が明確に現れている。

特に鉱業品に対する乗数効果が大きく上昇し，

農業品がそれに続く。そのほか，軽工業品，石

油加工・石炭加工品，その他の製造業品に対す

る乗数効果も上昇した。しかし，金属精錬・圧

延加工品，化学工業品，機械工業品など重工業

品中間財に対しては，輸入誘発乗数が低下した。

重工業品中間財を中心に，国内の生産能力が向

上し，輸入代替が進行した。

　８５年以降について列和の変動をみると，石油

加工・石炭加工業で，乗数がわずかながら低下

に転じ，化学工業，金属製品，機械工業，その

他の製造業では上昇に転じた。一方，行和の変

動をみると，農産品，石油加工・石炭加工品に

対する乗数効果は低下し，鉱業品に対する乗数

効果の上昇幅も低下した。逆に，金属精錬・圧

延加工品，その他の製造業品に対する乗数効果

は上昇に転じ，食品加工品，繊維製品，パルプ

・製紙製品に対する乗数効果の上昇幅も大きい。

日本は７０年代にオイルショックを経験し，化石

燃料や一次産品が効率的に利用されるように

なったこと，また，８５年以降，円高の影響で工

業部門を中心に国際分業が進んだことがわかる。

最終需要の直接輸入と誘発輸入

　ここでは（５）式の最終需要の誘発輸入係数と

直接輸入係数を用いて中国および日本の各時期

表４　中国における需要項目別輸入誘発係数

１９９７年１９９２年１９８７年

直接輸入誘発輸入直接輸入誘発輸入直接輸入誘発輸入

投資消費輸出投資消費投資消費輸出投資消費投資消費輸出投資消費

１．３１０．４８．８１０．９１０．８３．１１８．３１１．３１１．８１４．１２．４２１．１１１．１８．４１４．５第１次産業

産
業
構
成
（
%
）

９５．１７３．１８８．６８６．１８４．８９６．９８０．６８７．９８７．５８５．０９７．４７６．７８８．４９１．１８４．８第２次産業

８．４３８．５２０．２９．８１８．８７．５３９．１２４．５９．２１５．６４．７４１．０２５．８９．８２３．２軽工業

４．０１０．５３６．３３９．２３５．８－１．１１６．８３７．１４１．６４０．０３．２７．９３７．１４７．９３７．１重化学工業

８２．７２４．０３２．２３７．０３０．２９０．４２４．７２６．３３６．７２９．４８９．５２７．７２５．５３３．５２４．５機械産業

３．６１６．６２．５３．０４．４０．１１．００．７０．７０．９０．２２．３０．５０．５０．８第３次産業

３．２０．９０．７１．０１．２０．００．４０．７０．７０．８０．００．３０．４０．４０．５インフラ関連産業

０．５１５．６１．８２．０３．２０．１０．６０．１０．１０．１０．２２．００．１０．１０．３その他サービス業

０．０５４０．０３８０．１３７０．１２６０．０８５０．０５６０．０３５０．１４６０．１１８０．０８３０．０５５０．０４１０．１０２０．１１２０．０６０輸入誘発係数
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表
５
　
日
本
に
お
け
る
需
要
項
目
別
輸
入
誘
発
係
数

１９
９５
年

１９
８５
年

１９
７０
年

１９
６０
年

直
接
輸
入

誘
発
輸
入

直
接
輸
入

誘
発
輸
入

直
接
輸
入

誘
発
輸
入

直
接
輸
入

誘
発
輸
入

投
資

消
費

輸
出

投
資

消
費

投
資

消
費

輸
出

投
資

消
費

投
資

消
費

輸
出

投
資

消
費

投
資

消
費

輸
出

投
資

消
費

３
．５

４
．４

１７
．０

３０
．７

２７
．４

４
．１

１１
．９

２６
．０

４１
．３

４２
．６

１０
．５

２４
．５

５２
．２

５２
．１

６２
．３

１６
．２

２６
．０

４６
．５

４３
．７

６２
．０

第
１
次
産
業

産 業 構 成 （ ％ ）

８８
．２

５９
．２

７２
．６

５７
．６

５５
．８

８７
．７

４３
．５

６２
．０

４７
．０

４３
．３

８５
．０

４７
．０

４１
．７

４１
．０

３０
．３

８１
．２

４９
．９

４８
．６

５０
．５

３２
．３

第
２
次
産
業

５
．１

３９
．６

８
．９

１１
．５

１９
．４

５
．８

２９
．７

７
．１

８
．０

１２
．８

３
．７

３３
．０

３
．９

４
．９

１０
．１

５
．３

４０
．９

３
．２

３
．２

７
．０

軽
工
業

０
．５

４
．９

２６
．８

２４
．３

１６
．７

－
０
．１

６
．９

３５
．５

２７
．０

２０
．０

３
．４

６
．４

２８
．４

２４
．４

１５
．４

－
１
．０

５
．７

３９
．５

３８
．０

２１
．８

重
化
学
工
業

８２
．７

１４
．７

３６
．９

２１
．９

１９
．８

８２
．０

６
．９

１９
．４

１２
．０

１０
．５

７７
．９

７
．６

９
．４

１１
．６

４
．８

７６
．９

３
．２

５
．８

９
．３

３
．５

機
械
産
業

８
．３

３６
．４

１０
．４

１１
．７

１６
．８

８
．２

４４
．７

１２
．０

１１
．７

１４
．０

４
．５

２８
．５

６
．０

６
．９

７
．４

２
．６

２４
．１

４
．９

５
．８

５
．７

第
３
次
産
業

０
．５

０
．７

０
．２

０
．２

０
．２

３
．１

３
．５

０
．９

０
．８

０
．９

１
．６

１１
．７

３
．２

３
．６

３
．５

１
．６

１０
．４

３
．５

４
．２

４
．０

イ
ン
フ
ラ
関
連
産
業

７
．８

３５
．７

１０
．３

１１
．５

１６
．５

５
．１

４１
．２

１１
．１

１０
．８

１３
．１

２
．８

１６
．８

２
．８

３
．３

３
．９

１
．０

１３
．７

１
．４

１
．５

１
．７

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
業

０
．０
２４

０
．０
３６

０
．０
８３

０
．０
６７

０
．０
４０

０
．０
１３

０
．０
２５

０
．０
５７

０
．０
５２

０
．０
３０

０
．０
２２

０
．０
３８

０
．１
００

０
．０
８６

０
．０
６１

０
．０
１７

０
．０
２４

０
．０
８０

０
．０
７４

０
．０
３９

輸
入
誘
発
係
数

について最終需要の中間財に対する誘発輸入と

最終財に対する直接輸入について検討する。表

４と表５は中国と日本の最終需要項目別誘発輸

入係数・直接輸入係数とその産業構成である。

　中国では，国内最終需要の直接輸入係数に比

べて，誘発輸入係数の方が高い。また，時系列

の変動をみると，変動（上昇）が大きいのも国

内最終需要の誘発輸入係数である。投資の誘発

輸入係数はその直接輸入係数の２倍程度であり，

そして，直接輸入係数が安定的なのに対して，

誘発輸入係数は上昇している。消費の誘発輸入

係数と直接輸入係数とは１９８７年ではそれほど差

がないが，誘発輸入係数のその後の上昇により，

９７年では両係数の開きが大きくなった。輸出に

ついては，その誘発輸入係数は８７～９２年に大き

く上昇し，９２～９７年に低下した。

　日本の６０年代では，中国と同じく，国内最終

需要の誘発輸入係数が直接輸入係数に比べて高

い。但し，どれも中国のそれよりはるかに小さ

い。つまり，同じ工業化発展段階でも，日本の

最終需要は中国より輸入を発生させない構造に

なっている。時系列でみると，全項目で係数が

上昇しているが，輸出の係数の上昇は６５年以降

鈍化している。また，工業化成熟段階の日本で

は，それらの係数は６０年代より低下した。つま

り，日本は工業化段階を過ぎると，構造的によ

り輸入を生まなくなった。

　両国の最終需要の直接輸入効果と誘発輸入効

果と水準が異なるほか，その産業構造も異なる。

　１９８７年の中国では，投資需要の直接輸入効果

の大半が機械産業（８９．５％）に集中している。

誘発輸入効果は重化学工業（４７．９％）に集中し，

機械産業では３３．５％にとどまっている。消費の

直接輸入効果は軽工業（４１．０％）と機械産業

（２７．７％）に集中しており，重化学工業のシェ

アは７％に過ぎない。消費の誘発輸入効果は重

化学工業（３７．１％）に集中している。輸出の誘

発輸入効果は第二次産業に集中し，重化学工業

で比較的高い。

　１９６０年代の日本では，投資の直接輸入効果は，

第２次産業（８１．２％），特に機械産業（７６．９％）
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に集中しており，構造的に中国と似ているが，

その誘発輸入効果は，第１次産業で高く（４３．７ 

％），第２次産業では重化学工業に集中してい

るが，機械産業ではシェアが低く，中国と異な

る構造的特徴を示す。消費の直接輸入効果で中

国と異なるのは，第３次産業のシェアが比較的

高く（２４．１％），第２次産業では機械産業でシェ

アが低いことである。また，消費の誘発輸入効

果は，第１次産業で中国のそれより数段高い

（６２％）。輸出の誘発輸入効果も，第１次産業

で高い。なお，第１次産業で輸出の誘発輸入効

果は上昇しており，１９６５年以降，第２次産業の

それを抜いた。第２次産業では，重化学工業の

シェアが高いが低下している。また，機械産業

のシェアは低いが上昇している。

　工業化成熟段階の日本では，国際分業パター

ンの変化を反映し，最終需要の誘発効果では，

第１次産業のシェアが６０年代より低く，低下し

ている。逆に，第３次産業のシェアが６０年代よ

り高く，上昇している。また，第２次産業の

シェアは概して６０年代より高くなっており，そ

れは特に機械産業に対するシェアの上昇による。

（２）輸入変動の要因分析

　以下（７）式を利用して，中国の輸入とその変

動について要因分析を行い，日本と比較する。

表６から表８は中国と日本の推計結果であり，

各要因の変動効果を輸入変動総額に対する寄与

表６　中国輸入変動の要因分解（１９８７～１９９２）

要因別寄与度（%）変動額（万元）
最終財輸入中間財輸入

計計
最終需要
輸入係数
効果

投資の
直接輸入
変動効果

消費の
直接輸入
変動効果

輸出の
誘発輸入
変動効果

投資の
誘発輸入
変動効果

消費の
誘発輸入
変動効果

中間財
輸入乗
数効果

－４．７２０１１．６００７．９１０１８．８４７１８．７８５１９．４２９２８．１５０１００．０００２９，４７３，５８１計
－１．６３９０．０７３１．４７５０．６８９０．２６８１．３１０－１．９８２０．１９４５７，３１４農業
０．４３５０．３８９－０．０４０１．１５１１．３５４１．６８０７．８８６１２．８５５３，７８８，８４０鉱業
－２．５５９－０．０８６１．９０５０．２４６０．１９８０．７６０－１．２４９－０．７８５－２３１，４９７食料品加工業
１．８２６１．０２０－０．０７２４．１５３１．２５４１．０６８２．１３０１１．３７９３，３５３，９２２繊維製品業
－０．１２１０．２０２０．８６６０．７８９０．７２５１．３４５－０．８６５２．９４１８６６，８０７パルプ・製紙・木製品
０．１７６０．０６２０．１３３０．５４４０．６４４１．１６０４．０９９６．８１７２，００９，２７４石油加工・石炭加工業
１．１７７０．４６９１．７２４３．８３６２．３９６３．８８４１０．３９５２３．８８１７，０３８，４９９化学工業
０．０３８０．０６００．０６９０．０８４０．３２６０．１４３１．２３３１．９５２５７５，２３７建築材料・その他非金属製品
０．２７９－２．２１７０．０６６２．３３７３．９１４１．９９９－６．８０７－０．４３０－１２６，８２２金属精錬・圧延加工業
０．２３６－０．０３２０．１２４０．１５７０．３１３０．２０８１．０７６２．０８０６１２，９４５金属製品
－２．０９０７．５０７－０．２４６１．７５２３．３５７２．０３１３．６２６１５．９３６４，６９６，８０３機械工業
－２．０６５４．１５０１．８２６２．９９５３．９２６３．６５４８．１７０２２．６５６６，６７７，４１９その他の製造業
０．０４００．００００．０５２０．０９５０．０８８０．１２３０．６０１１．０００２９４，７０３電力，ガス，水道水
０．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００建築業
－０．０２７－０．００３０．００４０．００７０．００９０．０２０－０．０６４－０．０５３－１５，７５４運送・郵政業
０．００００．００００．００００．００１０．００１０．００１－０．００４０．０００－９９金融保険業
０．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００商業飲食業
－０．４２７０．００７０．０２４０．０１２０．０１３０．０４４－０．０９５－０．４２１－１２４，０１２その他社会サービス業
０．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００公務・その他

－１．２０３０．４６２１．４３６１．８４０１．６２２２．９９０５．９０４１３．０４９３，８４６，１５４第１次産業
－３．１０２１１．１３３６．３９５１６．８９２１７．０５２１６．２５０２１．８０６８６．４２５２５，４７２，５８８第２次産業
－０．８５３１．１３６２．６９９５．１８８２．１７７３．１７２０．０１６１３．５３５３，９８９，２３２軽工業

１．９０６－１．６５９２．１１５６．９５７７．５９３７．３９３９．９９５３４．２９９１０，１０９，１３４重化学工業

－４．１５５１１．６５７１．５８１４．７４６７．２８３５．６８５１１．７９６３８．５９１１１，３７４，２２３機械産業

－０．４１４０．００４０．０８００．１１５０．１１１０．１８９０．４４００．５２５１５４，８３８第３次産業
０．０１３－０．００３０．０５６０．１０２０．０９７０．１４３０．５３８０．９４６２７８，９４９インフラ関連産業
－０．４２７０．００７０．０２４０．０１３０．０１４０．０４６－０．０９８－０．４２１－１２４，１１１その他のサービス業
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度で示している。

中国の輸入変動

　表６をみると，前期（１９８７～９２年）に輸入が

拡大した産業は主に鉱業，繊維製品，石油加工

・石炭加工，化学工業，機械工業とその他の製

造業である。また，輸入拡大の８５％以上が中間

財輸入の拡大による。

　もっとも寄与度の高い要因は，中間財輸入乗

数 Um（＝ M BA ）の変動，つまり輸入中間財

の使用構造が変動したために生じた効果である。

特に，鉱業中間財，化学工業，機械産業など重

工業中間財に対する輸入拡大効果が大きい。最

終需要の変動が最終財の輸入変動をもたらす直

接輸入変動効果と，中間財の輸入変動をもたら

す誘発輸入変動効果は，ともに第２次産業を中

心にプラスであり，輸入の拡大効果を示した。

ただし，後者の寄与度の方が大きい。また，両

者の産業構造は異なる。消費の直接輸入変動効

果は軽工業で最も高く，投資の直接輸入変動効

果は機械産業に集中している。一方，消費，投

資の誘発輸入変動効果は，化学工業，金属精錬・

圧延加工，機械産業など重工業中間財に相対的

に集中している。また，最終需要輸入係数効果

はマイナスであり，最終財の輸入を縮小する効

果を示した。

　表７をみると，後期（１９９２～９７年）に，輸入

は軽工業，重化学工業，機械産業の順に拡大し

表７　中国輸入変動の要因分解（１９９２～１９９７）

要因別寄与度（%）変動額（万元）
最終財輸入中間財輸入

計計
最終需要
輸入係数
効果

投資の
直接輸入
変動効果

消費の
直接輸入
変動効果

輸出の
誘発輸入
変動効果

投資の
誘発輸入
変動効果

消費の
誘発輸入
変動効果

中間財
輸入乗
数効果

－１．１６２１３．４２１１２．０１４２２．７４５２７．５７４２７．０５１－１．６４３１００．０００５３，７９１，６４８計
－０．６７７０．１１１０．６７８０．３３８０．２９７１．１２３－０．９７９０．８９２４７９，８９７農業
０．０２７－０．２４０－０．１９０１．７０３２．９５８２．０２６－２．０２７４．２５７２，２８９，７０５鉱業
０．２８２０．３０１２．１０６０．２６６０．１８２０．６５３０．７２１４．５１０２，４２６，１７４食料品加工業
－１．５３４０．７１３２．９１５２．２４６１．３５３２．８６３－１．２２９７．３２７３，９４１，５７８繊維製品業
０．０１３０．４０１０．８７５０．９８６１．０６０１．６０２１．９４９６．８８７３，７０４，６３５パルプ・製紙・木製品
０．０６２０．１５０－０．０６７０．８９５１．２２９１．２９１－１．７４４１．８１７９７７，３７１石油加工・石炭加工業
－０．５４００．５３１０．４５２４．４８０３．９３７６．０６０１．７６８１６．６８７８，９７６，０４６化学工業
－０．０８７０．０７１０．１１７０．１２７０．６０９０．１８５－０．６０２０．４１９２２５，５４８建築材料・その他非金属製品
０．０９５０．２２４－０．００２２．６７３４．５６５１．７７０－５．７７１３．５５３１，９１１，３７８金属精錬・圧延加工業
０．２６２０．２９９－０．０２７０．３９１０．９０８０．４４２２．１０８４．３８２２，３５６，９８２金属製品
－１．９４５５．３１１－０．６４５２．２１５３．９８４２．５７９－２．３８２９．１１８４，９０４，５６７機械工業
－１．７３０５．４２０４．４５７６．０４１５．９９８５．７５６２．８２５２８．７６７１５，４７４，２９９その他の製造業
－０．０９３０．００００．０２００．０７４０．０９００．１０４－０．９６０－０．７６５－４１１，７５５電力，ガス，水道水
０．７０３０．１７５０．００００．００２０．００２０．００７０．０４３０．９３２５０１，３７６建築業
０．２４９０．００８０．０６２０．０８４０．１３５０．１５１１．３２０２．００９１，０８０，６０６運送・郵政業
０．１０８０．００００．１０１０．０３６０．０４００．０５６０．４７９０．８２１４４１，６１０金融保険業
０．２４５－０．０１２０．００２０．０３２０．０４１０．０４５０．４５３０．８０６４３３，４１４商業飲食業
３．０８６－０．０４３１．０９７０．１５６０．１８７０．３３７２．３８６７．２０５３，８７５，９５１その他社会サービス業
０．３１４０．００００．０６２０．００００．００００．００００．００００．３７６２０２，２６７公務・その他

－０．６５０－０．１２８０．４８８２．０４１３．２５５３．１５０－３．００６５．１４９２，７６９，６０３第１次産業
－５．１２３１３．４２１１０．１８２２０．３１９２３．８２５２３．２０１－２．３５７８３．４６８４４，８９８，５７７第２次産業
－１．２３９１．４１５５．８９６３．４９８２．５９５５．１１８１．４４１１８．７２５１０，０７２，３８７軽工業

－０．２１０１．２７５０．４７３８．５６５１１．２４８９．７４８－４．２４１２６．８５８１４，４４７，３２４重化学工業

－３．６７４１０．７３１３．８１３８．２５６９．９８２８．３３５０．４４３３７．８８５２０，３７８，８６６機械産業

４．６１００．１２９１．３４４０．３８５０．４９４０．７０１３．７２１１１．３８４６，１２３，４６８第３次産業
０．８５８０．１８３０．０８２０．１６００．２２７０．２６３０．４０２２．１７５１，１７０，２２７インフラ関連産業
３．７５２－０．０５５１．２６２０．２２４０．２６７０．４３８３．３１８９．２０８４，９５３，２４１その他のサービス業
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ており，高度産業ほど輸入財の増加が大きい。

ただし，石油加工・石炭加工産業の輸入拡大が

大きく鈍化した。また，輸入拡大の７５％以上が

中間財輸入の拡大である。

　中間財輸入乗数効果は，ほとんど寄与してい

ない。３（１）節で見たように，中国では，この

時期に一部の産業の生産活動で輸入中間財の使

用が増加したが，多くの産業では第２次輸入代

替が進んだためである。一方，輸入拡大の大半

が最終需要の誘発輸入変動効果によって説明さ

れ，特に，重工業中間財の輸入拡大をもたらし

た。中間財に対する輸入代替は，最終需要の変

動にまだ十分に対応していなかった。そして，

最終需要輸入係数効果はマイナスであり，最終

財の輸入を縮小する効果を示した。

日本の輸入変動について

　表８をみると，１９６０年代の日本では，農・鉱

業など資源賦存の制約から自給できない１次産

品を中心に輸入が拡大した。工業化成熟段階に

は海外との分業が深化し，軽工業及び機械産業

で輸入の拡大が進み，工業化発展段階とは異な

る傾向を示した。また，輸入の拡大に中間財が

占めるシェアは，６０年代の７５％から８５年以降の

５８％へ大きく低下した。

　要因別にみると，工業化経済発展段階では，

最終需要の誘発輸入変動効果が輸入拡大の主因

である。ただし，輸出の誘発輸入変動効果は比

表８　日本輸入変動の要因分解（１９６０～１９７０）

要因別寄与度（%）変動額（億円）
最終財輸入中間財輸入

計計
最終需要
輸入係数
効果

投資の
直接輸入
変動効果

消費の
直接輸入
変動効果

輸出の
誘発輸入
変動効果

投資の
誘発輸入
変動効果

消費の
誘発輸入
変動効果

中間財
輸入乗
数効果

８．８７６６．４８３８．７６１１０．３２３２８．２０２２０．４５０１６．９０５１００．０００６，１６２，７８８計
２．７７９－０．１７５１．４４１０．５９９１．８５７６．０７４５．５０５１８．０７９１，１１４，１９６農業
０．１４１０．５２５－０．０４９４．０７６１１．１０１５．８２６８．８３２３０．４５２１，８７６，６８９鉱業
１．６９６－０．０２４１．８３８０．０５２０．１１８０．７８８０．９２５５．３９３３３２，３８６食料品加工業
０．５０８０．０２３０．２４２０．０５７０．２０４０．２９４０．７７７２．１０６１２９，８０７繊維製品業
０．３９５０．１１６０．３９５０．１０１０．７３４０．５８７１．３２０３．６４６２２４，７１７パルプ・製紙・木製品
０．０４７０．０４７０．３９５０．４５４１．０７４０．７９６０．８２０３．６３３２２３，９０４石油加工・石炭加工業
－０．２６２０．２１５０．８２９０．７６３１．４７６１．７４４－０．０２７４．７３７２９１，９２８化学工業
－０．００１０．００５０．０１５０．０１４０．１６００．０２８０．０２５０．２４６１５，１５３建築材料・その他非金属製品
０．０４２０．０１３－０．０１４２．７２９６．４１５１．７１３－４．８６６６．０３２３７１，７６０金属精錬・圧延加工業
－０．００２０．０５９０．０４２０．０１５０．１６００．０３６０．０７６０．３８４２３，６５９金属製品
－０．７２１３．００１０．１０７０．３９１１．６０２０．３４８－０．４５２４．２７６２６３，５２１機械工業
１．７１７２．４０００．９６３０．５１８１．５２１０．７３９２．１１８９．９７６６１４，７７５その他の製造業
－０．０１４０．００００．００６０．００３０．００８０．００６－０．０３２－０．０２２－１，３８５電力，ガス，水道水
－０．００８０．００４０．００００．００００．００００．０００－０．００１－０．００４－２５６建築業
０．６３３０．０９９１．４３１０．３３９１．０７５０．８１９０．３３３４．７２８２９１，４０２運送・郵政業
０．１０１０．００００．０３５０．００９０．０２８０．０２９０．１３７０．３３９２０，８８０金融保険業
０．３３８０．１７５０．４３６０．０４５０．１８５０．１２９０．３７７１．６８５１０３，８３０商業飲食業
０．５３３０．００００．５２００．０３００．０９８０．１０５０．１７０１．４５５８９，６７８その他社会サービス業
０．９５６－０．００１０．１２９０．１２９０．３８７０．３９００．８６８２．８５８１７６，１４４公務・その他

２．９２００．３５０１．３９２４．６７５１２．９５８１１．９００１４．３３６４８．５３１２，９９０，８８５第１次産業
３．４１８５．８５５４．８１１５．０９２１３．４６４７．０７３０．７１６４０．４３０２，４９１，６１０第２次産業
２．５９９０．１１５２．４７４０．２１０１．０５６１．６６９３．０２３１１．１４６６８６，９１０軽工業

－０．１７７０．３３８１．２６７３．９７４９．２８５４．３１７－３．９７３１５．０３２９２６，４０４重化学工業

０．９９６５．４０１１．０７００．９０８３．１２３１．０８７１．６６６１４．２５２８７８，２９６機械産業

２．５３９０．２７７２．５５７０．５５５１．７８０１．４７８１．８５２１１．０３９６８０，２９３第３次産業
０．６１００．１０３１．４３７０．３４３１．０８３０．８２５０．３００４．７０２２８９，７６１インフラ関連産業
１．９２９０．１７４１．１２００．２１３０．６９７０．６５２１．５５２６．３３７３９０，５３２その他のサービス業
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較的小さい。工業化成熟段階では，誘発輸入変

動効果の寄与度は低下した。また，輸出の誘発

輸入変動効果もわずかな寄与度となった。一方，

中間財輸入乗数効果が一貫して大きく，特に工

業化成熟段階ではもっとも大きな要因となった。

ただし，両時期で産業構造は異なる。工業化発

展段階では，第１次産業に対する輸入誘発乗数

効果の上昇を反映して，第１次産業で輸入拡大

効果がみられた。また，重工業中間財に対して，

第二次輸入代替が進み，重工業で輸入を縮小す

る効果を示した。一方，工業化成熟段階では，

オイルショックをきっかけに，輸入される一次

原材料が効率的に使用されたため，同産業で輸

入を縮小する効果を示した。そして，海外との

分業深化を反映して，輸入拡大効果は軽工業と

機械産業へ重心をシフトした。最終需要輸入係

数効果は，工業化発展段階よりも工業化成熟段

階で寄与度が高く，軽工業に集中している。

４．おわりに

　本稿では，産業連関分析手法を応用し，日中

の輸入代替について考察した。以下，ここまで

の分析を通じての日中両国間のパフォーマンス

対比を要約したうえで，今後の検討課題を提示

する。

　日本の６０年代は工業化による高度発展段階で

ある。この時期，日本は鉱業など一次原材料を

表９　日本輸入変動の要因分解（１９８５～１９９５）

要因別寄与度（%）変動額（億円）
最終財輸入中間財輸入

計計
最終需要
輸入係数
効果

投資の
直接輸入
変動効果

消費の
直接輸入
変動効果

輸出の
誘発輸入
変動効果

投資の
誘発輸入
変動効果

消費の
誘発輸入
変動効果

中間財
輸入乗
数効果

２７．０５４３．８８２１０．７３３１．４７０１０．２６７１４．６１１３１．９８３１００．０００２１，７２８，９４０計
－０．２６６０．２１５－０．２７９－０．０１００．２７７１．０９３－３．３２６－２．２９６－４９８，９１２農業
０．０１１０．１１３－０．０１５０．２４８３．２３７３．４４５２．０７７９．１１５１，９８０，５４２鉱業
８．３５３－０．０６３１．６４７０．００６０．１６３０．７１６３．２９５１４．１１７３，０６７，３７６食料品加工業
４．９２３０．０５４０．１５６－０．０７６０．１９００．１８９３．４２３８．８５９１，９２４，９４２繊維製品業
０．４４８－０．００１０．０８５０．０４７０．６８５０．７１０３．００４４．９７７１，０８１，５１３パルプ・製紙・木製品
０．０８９０．０２４０．４０２０．２９７０．５６６１．２２４０．９６１３．５６３７７４，２７４石油加工・石炭加工業
－０．０９８０．０１６０．６２９０．０４３０．４４８０．６５１－０．８９４０．７９４１７２，４８３化学工業
０．０１８－０．００２０．００５０．０１００．２１２０．０９８０．２０４０．５４６１１８，５８４建築材料・その他非金属製品
０．０１９０．００７－０．００７－０．００６１．１５６０．７９４２．５４３４．５０５９７８，８８７金属精錬・圧延加工業
０．０４６０．００７０．００２０．０１００．１５３０．０７９０．５９５０．８９３１９３，９５９金属製品
０．８０７０．４９３０．０１３０．０５３０．１７８０．１３６０．３９９２．０７９４５１，８３６機械工業
８．３６０２．２５０２．９２４０．６６５１．７０６２．８４０１４．６７８３３．４２３７，２６２，４４８その他の製造業
－０．００１０．００１０．００００．００００．００００．００００．００００．００１１３３電力，ガス，水道水
０．００００．００００．００００．００００．００００．０００－０．００１０．０００－４０建築業
－１．０７２０．０８７０．３８９０．００７０．０５００．０７４－０．４９７－０．９６３－２０９，１７５運送・郵政業
０．１４１０．００００．５５７０．０２３０．２２７０．６０５１．２０９２．７６２６００，１００金融保険業
０．００２０．００００．００５０．００００．００００．００１－０．００１０．００７１，５５２商業飲食業
５．２６１０．６８２４．２４２０．１２７０．８５９１．６０７３．４３９１６．２１６３，５２３，５８９その他社会サービス業
０．０１２０．０００－０．０２１０．０２６０．１６００．３４８０．８７７１．４０３３０４，８４９公務・その他

－０．２５５０．３２７－０．２９４０．２３８３．５１４４．５３８－１．２５０６．８１９１，４８１，６３０第１次産業
２２．９６６２．７８５５．８５５１．０４９５．４５７７．４３７２８．２０６７３．７５６１６，０２６，３０２第２次産業
１３．７２４－０．０１１１．８８７－０．０２３１．０３８１．６１６９．７２１２７．９５３６，０７３，８３１軽工業

０．０７４０．０５２１．０３１０．３５４２．５３６２．８４６３．４０７１０．３００２，２３８，１８７重化学工業

９．１６８２．７４３２．９３８０．７１８１．８８３２．９７５１５．０７７３５．５０２７，７１４，２８４機械産業

４．３４２０．７７０５．１７２０．１８３１．２９６２．６３７５．０２７１９．４２６４，２２１，００８第３次産業
－１．０７３０．０８８０．３８９０．００７０．０５００．０７５－０．４９７－０．９６２－２０９，０８２インフラ関連産業
５．４１５０．６８２４．７８３０．１７６１．２４５２．５６２５．５２４２０．３８８４，４３０，０９０その他のサービス業



中国経済研究　第４巻第　１／２　号４８

輸入し，それを加工する工業化の過程にあった。

中間財の輸入拡大が輸入増大の中心であった。

とりわけ一次品中間財の輸入増加が大きい。た

だ，多くの重工業品中間財に対しては，第二次

輸入代替が進んだ。オイルショック後，日本は

工業化成熟段階に入る。そして，８５年以降，円

高時代に突入した。輸入拡大に占める中間財の

シェアは大きく低下し，最終財のシェアが大き

く上昇した。中間財輸入に関しては，輸入され

る一次原材料の使用が効率化された一方，円高

による日本企業の海外進出が原因であろうが，

日本の国際分業パターンが変化し，軽工業品中

間財，機械産業品中間財に対する輸入が増加し

た。　

　一方，中国は，８０年代から高度工業化の経済

発展を進めた。日本の６０年代と同様，中間財輸

入の拡大は一貫して輸入増大の主因である。工

業化によって，中国の鉱業原料の海外依存を強

めた。また，化学産業，金属産業および機械産

業など重工業や工業基礎産業中間財の輸入拡大

が目立っており，鉱業品中間財のほか重工業品

中間財の国内供給能力が不足した。中間財輸入

乗数の変動が示したように，一部の重工業品中

間財に対する第二次輸入代替は後期において一

定の進展を見せたものの，生産構造において，

化学工業品，金属製品，その他の機械産業と製

造業品の輸入中間財に対する使用比率が依然上

昇している。そして，最終需要の中間財に対す

る誘発輸入変動効果によってもたらされた重工

業品中間財の輸入拡大は，依然として輸入全体

の拡大に重要なシェアを占めている。このこと

から，重工業品中間財に対する第二次輸入代替

が最終需要の変動に十分対応しておらず，その

高度化が遅れていることがわかる。重工業品中

間財の輸入代替に関して６０年代の日本と異なる

特徴を示し，課題が残されている中国では，今

後の石油価格上昇や人民元の切り上げなど７０年

代以降の日本と似たような状況に対して，どう

変化するかは興味あるところである。

　本稿の考察は，データの制約により，時期が

１９９７年で止まっており，推計に用いる輸入係数

も平均値を用いている。そして，最終需要と技

術構造を外生扱いするというモデルの限界によ

り，中国における第二次輸入代替の展望や今後

の中間投入技術構造の変化について，具体的な

検討はできなかった。統計当局による一層の

データ整備を期待するとともに，今後，フレー

ムワークをさらに拡大していきたい。
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　China will realize industrialization through promoting export. In this paper, it is noted that if the 

substitution of import intermediate product and the secondary import has been achieved. This 

paper, by adopting the frame work of inputﾐoutput analysis, differentiates the intermediate product 

and final goods import. By focusing on the former, the mechanism of import with inter-industry 

affected effect is analyzed and the progress of China import institution is investigated. 

　Firstly, the use structure including inter-industry affected effect on the import of intermediate 

product is investigated. Secondly, import incentive structure of final requirement on intermediate 

product is investigated. Thirdly, the factor analysis on import changes is carried out, where the 

general impact of the import of intermediate product and final requirement product, and the 

factors affecting its changing import structures are investigated quantitatively. At the same time, 

in order to understand Chinaﾕs characteristics more clearly, a comparatively analysis is made to 

Japanese industrialization of developing stage (1950’s) and industrialization maturity stage (1985-

1995). 




